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研究成果の概要（和文）：本研究は、今までのグラフ理論と複雑系理論をベースとするネット

ワーク形成理論を導入してネットワーク組織と個別企業との関連をシステム的にとらえ、企業

間の取引関係をはじめ、ネットワーク組織の安定性と効率性、個別企業の戦略的行動と取引と

の関連、個別企業の戦略的行動と外部環境との関連、ネットワーク組織における個別企業の戦

略的行動の時系列的傾向の変化および、個別企業の戦略的行動の分類と経営業績との関連を明

らかにした。 

 
 
研究成果の概要（英文）：In order to identify the member firms’ strategic behaviors of 
network organizations, we proposed a new perspective, network formation theory, into 
relationship analysis between network organization and its member firms in this paper. 
Based upon the new models of network formation theory, we calculated the stability and 
efficiency of the member firms, rational relationship between individual firm’s strategy 
and its transaction, the linkages between the strategy and its external environment and 
time series changes, and analyzed the relationship between member firm’s strategy and 
its corporate performance. 
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１．研究開始当初の背景 
ネットワーク組織の研究テーマは企業間

関係である。経営業績を改善するためには、
企業間関係と合わせて個別企業のとるべき
戦略的行動とそのパターンを分析する必要
がある。伊藤孝夫は工学的な手法を用いて経
営組織の問題を解決するように積極的に取
り組んでいる。2007 年度の萌芽研究で、複雑
系理論をネットワーク組織研究に導入し、マ
ツダ企業グループにおける中核企業の析出
とその行動パターンの解明に成功した。また、
2008 年 3 月から 2009 年 3 月までアメリカの
New Jersey Institute of Technology（NJIT）
に Visiting Research Professor として、先
進的な教育システムを研修しながら、ネット
ワーク形成理論に関する最先端の研究を行
っていた。 

本 研 究 の 着 想 段 階 か ら 、 Stanford 
University の著名な Jackson 教授をはじめ、
NJITの Sylla准教授やPasserini准教授など
と意見交換を行い、本研究のアプローチに関
する具体的な資料とアドバイスを受けた。 
 
 
２．研究の目的 

情報化の進展とともに、複雑な社会構造に
おけるネットワーク組織と個別企業の戦略
的行動をシステム的な観点から研究する重
要性がますます顕著になってきた。本研究は、
今までのグラフ理論と複雑系理論をベース
に、ネットワーク形成理論を導入してネット
ワーク組織と個別企業との関連をシステム
的にとらえ、個別企業の戦略的行動とそのパ
ターンを解明することを目的としている。 
 
 
３．研究の方法 

企業間の取引関係をはじめ、ネットワーク
組織の安定性と効率性、個別企業の戦略的行
動と取引との関連、個別企業の戦略的行動と
外部環境との関連、ネットワーク組織におけ
る個別企業の戦略的行動の時系列的傾向の
変化および、個別企業の戦略的行動の分類と
経営業績との関連を明らかにするため、The 
Spatial Connections Model、Organizations 
and Externalities などネットワーク形成理
論における代表的な数理モデルを検討し、企
業間関係と個別企業の戦略的行動パターン
を解析した。 
 
４．研究成果 

上記のモデルと新たに開発したモデルを
用いて、個別企業の連結とマツダ企業グルー
プの構造分析、企業の連結と企業の経営業績
との実証研究、および企業官関係と外部環境
の変化と、グループの構造変化と企業の経営
業績との関連分析のほか、取引ネットワーク

と持ち株ネットワークにおける個別企業の
影響力（図１）、取引と持ち株のグループ間
隔度の推移（図２）、マツダ企業グループの
取引と持ち株の安定化係数の時系列的変化
（図３）および、取引と持ち株ネットワーク
におけるグループ影響力の推移（図４）など
を測定した。 
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図１ マツダグループにおける個別企業の 
影響力 
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 図２ 取引と持株のグループ間隔度の推移 
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図３ マツダ企業系列の取引と持ち株の安

定化係数 



 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

0

5

10

15

20

25

30

1
9
8
1

1
9
8
2

1
9
8
4

1
9
8
5

1
9
8
6

1
9
8
7

1
9
8
8

1
9
8
9

1
9
9
0

1
9
9
1

1
9
9
2

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
1

2
0
0
3

2
0
0
5

資本影響度

取引影響度

図４ 取引と持ち株のグループ影響力合計              

本研究においては、企業間の相互作用を、
これらの数理モデルを用いて測定すること
ができ、アニメーションを用いて表現するこ
とができた。このような今まで表現できなか
ったアニメーションの手法は、企業の戦略的
行動パターンを理解するために、極めて有効
である。また、戦略を策定する際には、一つ
の企業の取引または持ち株の微量の変化が
周辺企業またはネットワーク全体に与える
影響を図で示すことができることから、取引
または持ち株の戦略的変更とその影響を予
測し、より合理的な経営戦略案を作成するこ
とができるようになった。さらに、ネットワ
ークにおける各個別企業のポジションの測
定、たとえば、連結度や近接度などを測定し、
取引と持ち株のネットワークにおける企業
の中心状況と周辺状況と企業の経営成果と
の関連の優位性を検証することができた。そ
のため、中心度や近接度等の指標の改善策を
も具体的に検討した。たとえば、部品メーカ
ーよりも、完成車メーカーとの関係が中心度
や近接度等の指標の改善に役約に立つこと
が分かった。さらに、22 年間の時系列のデー
タを用いて計算した結果、毎年大きなばらつ
きがあることを明らかにした。それをもたら
す主な原因であるネットワークの外部環境
とネットワーク内部中心度などの指標の比
較研究を行い、部品メーカーに対する外部の
影響要因が内部のポジション指標よりも大
きいことを計量的に解明した。 

の推移 
 
具体的には、ゲーム理論の rent-seeking 

model を用いて企業間関係の協力関係の条件
は企業の業務内容と規模との関連性を持つ
ことを明らかにしながら、実際の企業グルー
プマツダ洋光会のデータでそれを確認する
ことができた。また、organizations and 
Externalities モデルを用いて、ネットワー
クグループの安定性と外部環境の変化との
関連分析を行い、取引と持ち株の異なった変
化を解明した。その理由としては、持ち株の
場合、一旦投資が決まればしばらくの間に変
化しない特徴を持っているのに対して、取引
の場合は、外部の経済環境（たとえば、ガソ
リン価格の変動や排気ガスの規制など）の変
化に対応するため、毎年調整のために激しく
変動していることが分かる。個別企業の経営
戦略の策定については、個別企業の調整が全
体に対する影響を析出することができ、ネッ
トワーク全体への影響を考慮した企業の経
営戦略は個別企業の戦略的行動への影響を
計量的に測定した。これはポーターのポジシ
ョン学派の競争優位戦略の裏付けを明示し
たと同時に、ミンツバーガーのプラニング学
派の戦略策定に具体的なアプローチを提供
したものになる。さらに、The Spatial 
Connection Model を用いて、企業の複数のネ
ットワーク指標を埋め込み空間に埋め込む
ことができ、3 次元空間における企業のふる
まいを分類することができた。具体的には、
部品メーカーをエンジン部品、電装品・電子
部品および計器等、駆動・伝動及び操縦装置
部品、懸架・制動装置部品、車体部品、用品
の 6つの分類を行い、分類別の企業の経営戦
略の行動パターンを検討した。具体的には、
エンジン部品などの製品は単価が高く、これ
らの部品メーカーはネットワークにおいて
中心度が高いことが分かった。ライトや装飾
品等の単価の低い部品を製造する部品メー
カーは持ち株ネットワークにおいて株の持

ち合いによって企業間強い連結関係を維持
することが分かった。また、部品メーカー間
の連結は生産・販売する自動車の採用する技
術との関係の影響を受けていることも、企業
間関係を左右する重要な影響要因を詳しく
検討した。 

本研究の研究成果からわかるように、ネッ
トワーク形成理論を用いた本研究は、従来の
定性的分析をメインとするアプローチにと
って補助的な役割を果たすばかりでなく、企
業間の協力・ゲーム的な関係を数量的に把握
すること重要なアプローチの手法である。 
本研究の計画当初において、間隔度等の指

標は、取引ネットワークにおいて購入―販売
というプロセスを担う企業であるため、間隔
度の高い企業が経営成果も高いという仮説
が必ずしも成立しないことが分かった。これ
は、企業間関係のデータは部品メーカーの納
品比率のデータという問題のほか、取引時の
購入のみの自動車の経営成果が高いことや
持ち株時の投資を受け入れるのみの経営成
果の高い部品メーカーなど特殊のポジショ
ンを有する企業が存在しているからである。 
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